


令和3年度事業報告書

特定非営利活動法人 ばっぷす

1 事業の成果

①.AVや性産業に取 り込まれた人などへの相談支援事業
主に10代～20代 のデジタル性暴力・性的搾取に遭われた方の総合的な支援体制の構築と拡充を

行った。前年度は、281件だった被害相談が今年度は643件 と急増 した。 リベンジポルノ・児童ポ
ルノ・AV出演強要に係る性的画像記録など21,876件 の削除要請を行い、同時に、被害者の意思を
確認 した上で法執行機関と連携 した案件は10件、逮捕に至ったケースは9件 となった。被害相談
を通 じて、加害実態を明らかにし、性的搾取を容認する社会を変化させ、政策に反映させていっ
た。法務省の法制審議会 (性犯罪関係)か らヒアリングを受け政策課題を提供、ロビー活動を通
じて、プロバイダ責任制限法の付帯事項ではあるが、初めて 「性暴力」の言葉を盛 り込めた。
2022年4月 の民法成人年齢が20歳から18歳に引き下げに伴い性的搾取の更なる低年齢化が懸念さ
れたことから、3月 以降は「高校生AV出演解禁を止めてください」キャンペーンを展開し、AV出

演被害の防止・救済するための法律制定を目指した。支援が必要であるにもかかわらず届いてい

ない若年層の方に対 し夜回りや声掛けなどを行い、情報 。支援を届けるアウトリーチ活動を新宿
歌舞伎町・オンライン上で実施 した。今年度も特にコロナ禍にあり、性的搾取に関わる相談の中
に、性病、妊娠などの健康面への心配、居所、身分証明書を取得できないため、「部屋を借 りる
ことができない」、 「就職することができない」、「保険証がなく医療を受けることができな
い」などの様々な不安・相談が寄せ られ対応に追われた。次年度は、寄せ られる多くの相談に対
応すべく組織基盤強化が求められている。

②.研修会やシンポジウム開催による社会啓発事業

講演活動を通じて 。大学・高校・地域などで、計20回以上開催した。デジタル性暴力被害の認知
度向上のためにオンラインで削除要請事業報告会を開催。SNS事業者と一緒にデジタル性暴力の
予防啓発イベントを実施することができた。東アジア地域と連携しながらデジタル性暴力・性的
搾取の被害実態について意見交換を行った。法制度や関係施策の改善に積極的に参加し、デジタ
ル性暴力を容認しない社会基盤及び社会風土を醸成するための啓発を強力に推進した。

③.上記事業に関する報告書等出版事業
書籍 「ポルノ被害の声を聞く デジタル性暴力と枷eToo」 を出版予定。独立行政法人W鰤助成事業
として、 「意に反して拡散した性的画像記録の削除要請事業報告書」を作成。6月 以降刊行予
定。

④.ネ ット・メディアによる広報活動
デジタル性暴力・性的搾取に関する出来事・月間等があるときに、主要メディアから取材に丁

寧に対応した。当団体ではNHKと 協力し2021年から児童のグルーミング被害について実態調査を
約 2カ 月間行い、調査結果がクローズアップ現代+、 ニュースウォッチ9で報道された。
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書式 16 28

令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ぱっぷす

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 2日 最終改正

NPO法 人会計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)引 当金の計上基準

該当なし

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。





書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和3年度 年間役員名簿 (前事■年凛において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの■についての前事彙年度における●目の有無を紀●した名簿)

盤il」屋塑堕五動塗人 ぱ2昼立

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)
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6
・監事

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年 月
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7
・監事

令和3年 4月 1日
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年 月

月

日
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8

⌒

理事燈ノ
令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

9 理 事
令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年 月

月

日

日年



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

令和4年6月 30日 現在

特定非営利活動法人 ばっぷす


